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私
は
年
相
応

に
物
知
り
だ
と

の
自
負
が
少
し

は
あ
る
が
、
訳

の
分
か
ら
ぬ
こ
と
も
多
々
あ

る
。

　

そ
の
一
つ
は
、
毎
月
の
レ

セ
プ
ト
時
の
捺
印
で
あ
る
。

15
カ
国
ほ
ど
あ
る
東
南
ア
ジ

ア
の
漢
字
圏
で
、
自
己
責
任

の
印
に
印
鑑
を
使
う
の
だ
ろ

う
か
？

　

日
本
に
住
む
外
国
人
が
ま

ず
住
居
確
保
の
た
め
に
必
要

な
の
は
印
鑑
で
あ
る
。
大

体
、
外
国
に
住
ん
で
仕
事
を

す
る
人
間
は
、
も
と
も
と
環

境
変
化
に
対
す
る
適
応
力
抜

群
で
あ
る
。

　

Smith

と
かLouis

な
ん
て

名
前
も
、
仮
名
表
記
だ
け
で

な
く
漢
字
を
当
て
た
り
、
さ

ら
に
は
凝
っ
た
デ
ザ
イ
ン
の

は
ん
こ
を
あ
つ
ら
え
て
粋
が

っ
て
い
る
。

　

日
本
の
は
ん
こ
職
人
も
腕

の
見
せ
場
と
ば
か
り
に
需
要

に
応
え
る
。
あ
の
世
界
的
に

奇
異
で
精
巧
な
根
付
芸
術
の

伝
統
が
、
形
と
用
途
を
変
え

て
細
々
と
生
き
残
っ
て
い
る

よ
う
だ
。

　

そ
れ
に
し
て
も
、
ル
ー
ル

の
変
更
を
生
き
が
い
に
し
て

い
る
よ
う
な
当
局
が
レ
セ
プ

ト
時
の
捺
印
風
習
を
変
え
な

い
の
も
、
私
に
は
不
思
議

だ
。　紙面へのご意見や感想、投稿記

事などを新聞部までお寄せくださ
い。紙面に掲載させていただいた
場合は、図書カード３千円分を進
呈いたします。
（郵送やファクスで、協会新聞部
までお寄せください）
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「市政改革プラン」（素案）の主な見直し事業

事業名 削減額

敬老パス事業の有料化（５案提示） 最大50億

上下水道料金の福祉減免廃止 39億６千万

新婚家賃補助の新規募集停止 21億７千万

国民健康保険料の減免見直し 10億６千万

屋内プール統廃合 12億２千万

コミュニティー系バス運営費補助削減 10億７千万

市民交流センター廃止 10億３千万

保育料値上げ １億５千万

歯周検診含む総合健康診査事業廃止 １億３千万

大阪市「改革」素案
　

大
阪
市
の
橋
下
徹
市
長
は
11
日
、
医
療
・

福
祉
な
ど
の
市
民
施
策
を
大
幅
に
削
る
「
市

政
改
革
プ
ラ
ン
（
素
案
）」
を
発
表
し
た
。

４
月
に
公
表
し
た
事
業
の
見
直
し
「
試
案
」

の
修
正
は
一
部
に
と
ど
ま
り
、
３
年
間
で
市

民
向
け
施
策
１
０
６
事
業
を
廃
止
・
縮
小

し
、
４
８
８
億
円
の
歳
出
を
削
減
す
る
。
協

会
は
、
国
民
健
康
保
険
料
の
軽
減
措
置
の
廃

止
や
、
歯
周
疾
患
検
診
の
廃
止
な
ど
、
市
民

の
生
活
・
健
康
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ

と
か
ら
、
素
案
の
撤
回
を
求
め
て
パ
ブ
リ
ッ

ク
・
コ
メ
ン
ト
を
提
出
す
る
。
会
員
に
も
意

見
提
出
を
呼
び
か
け
る
。

市
民
に〝
痛
み
〞４
８
８
億
円

協
会
、撤
回
求
め
パ
ブ
コ
メ
提
出
へ

　

協
会
は
、「
市
政
改
革
プ

ラ
ン
」
の
素
案
に
対
す
る
パ

ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
提

出
を
会
員
に
呼
び
か
け
て
い

る
。
29
日
が
期
限
で
、
大
阪

市
在
住
・
勤
務
者
以
外
で
も

　

政
府
・
財
務
省
は
Ｅ
Ｕ
諸

国
の
附
加
価
値
税
率
（
標
準

税
率
18
〜
25
％
）
と
比
較
し

て
日
本
の
現
在
の
消
費
税
率

（
５
％
）
は
そ
の
３
分
の
１

〜
５
分
の
１
に
過
ぎ
ず
、
引

き
上
げ
の
余
地
が
大
き
い
と

言
い
続
け
て
い
る
。

　

し
か
し
、
各
税
目
の
税
収

は
税
率
×
課
税
ベ
ー
ス
で
計

算
さ
れ
る
か
ら
、
消
費
税
へ

の
依
存
度
を
国
際
比
較
す
る

の
で
あ
れ
ば
、
国
税
＋
地
方

税
の
税
収
全
体
に
占
め
る
消

費
税
収
入
の
割
合
を
比
較
し

リ
ス
の
附
加
価
値
税
の
標
準

税
率
は
20
％
で
あ
る
が
食
料

品
は
ゼ
ロ
税
率
、
フ
ラ
ン
ス

も
標
準
税
率
は
19
・
６
％
で

あ
る
が
、
食
料
品
は
５
・
５

と
対
比
し
て
測
る
必
要
が
あ

る
。
そ
こ
で
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国

内
総
生
産
）
と
の
対
比
で
所

得
税
負
担
率
を
比
較
す
る

と
、
図
表
２
の
と
お
り
で
あ

％
と
大
幅
に
軽
減
さ
れ
、
そ

の
分
、
課
税
ベ
ー
ス
が
狭
い

か
ら
で
あ
る
。

　

ま
た
、
特
定
の
税
収
へ
の

依
存
度
は
国
ご
と
の
経
済
力

る
。
こ
こ
か
ら
、
国
際
比
較

で
い
う
と
、
日
本
で
は
、
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
で
増
税
の
余
地
が
最

も
大
き
い
の
は
所
得
税
で
あ

る
こ
と
が
わ
か
る
。

た
図
表
１
の
デ
ー

タ
を
利
用
す
る
の

が
正
解
で
あ
る
。

　

こ
れ
を
見
る

と
、
日
本
の
消
費

税
依
存
度
は
先
進

７
カ
国
の
中
で
ほ

ぼ
中
位
に
あ
り
、

特
段
、
低
い
わ
け

で
は
な
い
こ
と
が

わ
か
る
。
こ
れ
は

た
と
え
ば
、
イ
ギ

氏
は
学
童
保
育
補
助
打
ち
切

り
や
区
民
セ
ン
タ
ー
の
統
廃

合
な
ど
、
一
部
を
撤
回
し

た
。
し
か
し
、
修
正
額
は
約

60
億
円
に
過
ぎ
ず
、「
試

案
」
で
示
し
た
ほ
と
ん
ど
の

　

市
民
施
策
５
４
８
億
円
を

削
減
す
る
と
し
た
「
試
案
」

に
対
し
て
、
市
民
や
関
係

者
、
大
阪
維
新
の
会
内
部
か

ら
も
批
判
や
怒
り
の
声
が
相

次
い
だ
こ
と
を
受
け
、
橋
下

意
見
提
出
で
き
る
。

　

小
澤
力
理
事
長
は
、「『
試

案
』
段
階
で
盛
り
込
ま
れ
た

学
童
保
育
事
業
の
補
助
廃
止

は
、
13
万
筆
超
の
署
名
が
力

と
な
り
、
存
続
が
決
ま
っ

た
。
強
権
的
な
現
市
政
で

も
、
住
民
の
声
を
無
視
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。
住
民
の

健
康
を
守
る
た
め
に
、
多
く

の
会
員
に
協
力
を
お
願
い
し

た
い
」
と
話
し
た
。

　

ま
た
、
橋
下
氏
と
松
井
一

郎
大
阪
府
知
事
が
一
体
と
な

っ
て
府
民
・
市
民
施
策
の
切

り
捨
て
を
進
め
て
い
る
こ
と

か
ら
、「
こ
の
『
改
悪
』
を

黙
認
す
れ
ば
、
府
下
の
各
市

町
村
で
も
同
様
の
流
れ
が
強

ま
る
危
険
性
が
あ
る
。
パ
ブ

リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
を
通
じ

て
、
住
民
施
策
の
切
り
捨
て

に
歯
止
め
を
か
け
、
医
療
・

福
祉
施
策
の
拡
充
に
つ
な
げ

て
い
き
た
い
」
と
述
べ
、
大

阪
市
内
以
外
の
会
員
に
も
協

力
を
訴
え
た
。

し
な
い
②
不
要
市
有
地
を
売

却
し
な
い
―
―
な
ど
、
あ
り

得
な
い
条
件
で
算
出
し
て
い

る
こ
と
が
判
明
。
財
政
危
機

を
煽
り
、
市
民
向
け
施
策
を

軒
並
み
削
減
す
る
手
法
に
批

判
が
集
中
し
て
い
る
。

　

素
案
は
、
29
日
ま
で
パ
ブ

リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
を
実
施

し
、
６
月
に
成
案
を
作
成
。

７
月
の
臨
時
議
会
で
議
案
と

し
て
提
出
す
る
。

　

臨
床
学
術
部
は
こ
れ
ま
で
に
、
12
月
ま
で
の
生
涯
研
修
講
座
の
予
定

を
固
め
た
。
詳
細
は
左
記
の
通
り
。
い
ず
れ
も
日
曜
、
午
前
10
時
〜
午

後
１
時
、
Ｍ
＆
Ｄ
ホ
ー
ル
で
開
く
。
会
員
は
３
千
円
で
受
講
で
き
る
。

◇
「
動
か
し
て
治
す
顎
関
節
症
」（
６
月
17
日
）

　
　

松
本
憲
氏
（
大
阪
大
学
大
学
院
口
腔
外
科
学
第
二
准
教
授
）

◇
「
矯
正
を
め
ざ
す
Ｇ
Ｐ
の
た
め
の
診
療
ノ
ー
ト
」（
７
月
22
日
）

　
　

土
屋
雅
文
氏
（
神
戸
市
開
業
）

◇
「
部
分
床
義
歯
の
調
整
」（
９
月
９
日
）

　
　

西
崎
宏
氏
（
大
阪
歯
科
大
学
欠
損
歯
列
補
綴
咬
合
学
講
座
准
教
授
）

◇
「
開
業
医
に
必
要
な
薬
の
基
礎
知
識
」（
10
月
21
日
）

　
　

末
松
基
生
氏
（
明
和
病
院
歯
科
医
長
）

◇
「
外
傷
歯
の
治
療
」（
11
月
18
日
）

　
　

中
原
寛
和
氏
（
近
畿
大
学
医
学
部
口
腔
外
科
准
教
授
）

◇
「
抗
血
栓
療
法
患
者
の
抜
歯
」（
12
月
16
日
）

　
　

矢
郷
香
氏
（
国
際
医
療
福
祉
大
学
三
田
病
院
歯
科
口
腔
外
科
部
長
）

ミ
ド
ル
チ
ェ
ッ
ク
」
は
、

「
健
康
水
準
の
向
上
に
結
び

付
く
因
果
関
係
が
明
確
で
な

い
」
と
し
、
廃
止
す
る
。
市

営
交
通
を
無
料
で
利
用
で
き

る
敬
老
パ
ス
は
、
３
案
か
ら

５
案
に
修
正
し
た
も
の
の
、

有
料
化
方
針
は
変
わ
っ
て
い

な
い
。

　

橋
下
氏
は
「
現
役
世
代
に

重
点
投
資
す
る
」
と
弁
解
す

る
が
、
保
育
料
の
値
上
げ

や
、
障
害
者
・
高
齢
者
の
水

道
料
金
軽
減
措
置
廃
止
、
新

婚
家
賃
補
助
の
新
規
募
集
停

止
、
市
民
交
流
セ
ン
タ
ー
の

廃
止
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
世
代

に
負
担
を
強
い
る
。

　

一
方
で
、
市
の
財
政
悪
化

の
主
因
と
な
っ
た
大
阪
湾
埋

め
立
て
や
高
速
道
路
建
設
な

ど
の
大
型
公
共
事
業
は
ほ
と

ん
ど
触
れ
な
い
な
ど
、
偏
っ

た
内
容
に
な
っ
て
い
る
。

　

橋
下
氏
は
、「
改
革
」
の

前
提
と
し
て
「
５
０
０
億
円

の
収
支
不
足
」
を
挙
げ
た

が
、
議
会
で
①
市
の
貯
金
で

あ
る
公
債
償
還
基
金
を
活
用

事
業
を
廃
止
・
縮
小
す
る
。

歯
周
検
診
・
国
保
減
免

な
ど
廃
止
へ

　

低
所
得
者
の
国
保
料
を
３

割
軽
減
す
る
市
独
自
の
制
度

を
廃
止
し
、
国
保
会
計
へ
の

繰
り
入
れ
を
見
直
す
。
国
保

料
の
高
騰
は
不
可
避
で
、
滞

納
世
帯
が
増
加
す
る
見
通
し

だ
。
ま
た
、
40
歳
以
上
を
対

象
に
歯
周
疾
患
検
診
や
が
ん

検
診
を
実
施
す
る
「
ナ
イ
ス

小
澤
理
事
長
が
意
見
提
出

を
呼
び
か
け

最
優
先
の
増
税
項
目
は
所
得
税

消
費
税
収
は
先
進
国
並
み
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図表１　先進７カ国の税収（国税＋地方税）に
　　　　占める消費税の割合（2008 年）

原資料：OECD, “Revenue Statistics 1965-2009” , 
財務省「OECD諸国における所得・消費・資産課税等の割合の
　　　　国際比較（国税＋地方税）より作成。
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図表２　個人所得税負担率（対国民所得比）の
　　　　推移の国際比較

原資料等は図表１と同じ
ここでの所得税には分離課税される利子、配当、キャピタル・ゲイ
ン等も含む。
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臨床学術部

お知らせ
2012年度診療報酬改定
会員アンケートにご協力を

今後の生涯研修講座一覧

　政策部は、診療報酬改定の影
響調査と今後の歯科医療改善運
動のために、５月下旬に会員ア
ンケートを実施します。
　開業医会員の２割を無作為抽
出し、調査票を各医院に郵送し
ますので、ご協力くださいます
ようお願い申し上げます。
　お問い合わせは政策部まで。


